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工学と技術への関心を呼び戻すために*

S. KOBA YASHI 

1.はじめに

平成 5 年度の科学技術白書l' は「若者と科学技術」をテ

ー7に取 P上げた.このことが一つの契機となって，若

者の科学技術離れの問題は， 科学技術に関わる人々や組

織だけではなく ， 国民的な関心事となった. 筆者は若者

の科学技術離れ現象を分析し， 若者の科学技術離れが発

生するメカニズムをモデル化した「文明社会の野蛮人j

仮説(後述)を提唱してきた.さらに，科学技術庁科学

技術政策研究所の研究者らと共同で， この仮説に基づく

研究"を進めた . 筆者らの研究では，若者の科学技術離れ

の理論的な究明とそれに基づく対策の検討に重点が置か

れた.科学技術白書は，これらの分析を踏まえて議論が

展開されたものである.

ところが， 若者の科学技術離れを巡る最近の議論は非

常に混乱している.綿密な分析と十分な考察を踏まえた

見解と ， 一見もっともらしいが直観的で根拠の乏しい見

解とが同列に扱われ， 表面的な議論が多くなっている.

こうした混乱は，若者の科学技術離れに対処していく上

で好ましいことではない.本稿では，まず若者の科学技

術離れの実態とそれが発生するメカニズムを考え， それ

に基づいて，対策についての考え方を示す. その上で，

特に議論が混乱している初中等教育における対策に関し

て批判的に再検討し，工学や技術に対する関心を呼び戻

すためになにをすべきかを考えたい.

2. 若者の科学技術雛れとはどのような現象か

若者の科学技術離れとは， (1)大学受験における理工

系学部志願者の相対的減少， (2) :大学受験にお付る理工

系志願者の成績の低下(成績優秀者の理工系志願の減

少) , (3) 高校生の理科離れ， (4) 若者の科学技術に対

する関心の低下などの現象を，包括的に捉えていう言葉

である .
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(1) 大学受験における理工系学部志願者の相対的減

少とは，のべ大学入学志願者数に対する理工系学部志願

者数の割合が， 1986, 87 年をピークに，その後減少した

ことをいう.すなわち，文部省学校基本調査によると ，

理工系学部志願者比率は， 1970 年代に緩やかに減少して

いたが， 1980 年代に入り急速に増加し， 1987 年には 24.8

%に達した. ところが， 翌年から減少に転じ， 88 年に

22.7 %, 89 年に 2l. 5% ， 90 年には 20.1 %と推移してい

る.ただし，その後は下げ止まっている.

( 2 ) 大学受験における理工系志願者の成績の低下に

ついては， 坂元3' が，共通一次試験，大学入試センター試

験の上位 1000 人の志願学部系統のデータを分析してい

る . それによると，理工系志願者が 1985 年に 44.6 %の

ピーク値を示し，その後センター試験への移行時に若干

上昇するものの 1993 年には 32 . 2 %にまで減少してお

り，理工系志願者の成績の低下を示している. (1)と( 2 ) 

の現象を r(大学受験生の)理工系離れj と呼ぶ.

( 3 ) 高校生の理科離れは，学習指導要領の改訂によ

り， 1982 年から物理，化学，生物，地学が選択科目にな

ったことを契機に物理，化学の履修者が減少したことを

指している.例えば，それまで高校生の約 85% が物理を

履修していたものが，新課程導入後には 35 %しか履修

しなくなったり.この現象は，学習指導要領の改訂が直接

の契機であったが，初中等教育の理数科教育がかえって

f理数科嫌いを生み出すという見方が生ずるに至り，若者
の科学技術離れと結びつりて議論されるようになった .

( 4 ) 若者の科学技術に対する関心の低下は， 1980 年

代に若い男性の聞で，科学技術に対する関心が急速に低

下した現象を指している.この現象は総理府の世論調

査"から明らかにされる.例えば， 20 代の男性で「科学

技術に関するニュースや話題に関心がある」とする者の

割合が， 1981 年には 76.5 %だったが， 87 年には 67.8

%， 90 年には 57.9 %と ， 1980 年代に急速に低下した

このように， 若者の科学技術隊れの発生を示唆する多

くのデータが存在する.しかし，学校基本調査によれば，

大学入学志願者に占める理工系学部志願者率は 1970 年
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代のほうが現在より低い. また，共通一次試験開始当初

のほうが成績上位者の理工系志望率が現在より低い3'

このように， 理工系駿れを近年に固有の現象とは言いが

たいことを示すデータも存在している.さらに， これら

の指標が， 受験制度の変化，受験者数の変化，複数受験

の傾向などに左右されるため，受験生の聞に「理工系離

れj の傾向が真に存在するか否かについて検証すること

は非常に困難である . なお， (3) , (4) についてはデー

タの信頼性は高い.

若者の科学技術離れ現象の存在についてこれ以上厳密

な議論をすることには， データの制約上限界がある . そ

こで，断片的なデータを結びつけるモデルを考え，それ

を検証することで，この現象の存在を間接的に確認し，

その本質を明らかにするという接近方法が必要になる.

このような意図から筆者が提案したモデルが「文明社会

の野蛮人」 仮説"である .

3. r文明社会の野蛮人j 仮説

筆者の提案する「文明社会の野蛮人J 仮説は， スペイ

ンの哲学者オノレテガ・イ ・ ガセットがその著作『大衆の

反逆P の中で展開している議論に依拠している.

オ Jレテガは ， 1900 年代初頭のヨーロッパで， 今日の理

工系離れに非常によく似た現象が発生していることを指

摘している.彼は「科学技術が発達したときに， かえっ

て若者の科学技術志向が低下しているのはなぜかJ と問

題を立て， そのメカニズムについて検討している . オル

テガは， 科学技術が発達した時代に， 若者の科学技術志

向が低下するのは，彼らが文明社会に突然姿を現した野

蛮人であるからだという .

未開人が文明社会に突然連れられて来たとすれば，彼

らは科学技術がもたらす人工物と自然物との区別を理解

できずに，恩恵のみを受けるだろう . 歴史的な文脈に対

する理解を抜きにして，科学技術を科学技術として認識

することはできない. 現代の若者もそれと同じで，物心

ついたときから科学技術文明の恩恵に浴しているため，

身の回りのモノが人々の努力と工夫の結実したモノであ

るとは認識できない. 彼らは文明の果実を，あたかも楽

園に実る自然の果実のように手にしているのである .

オノレテガは，こ うした隠喰的表現で彼の時代の科学技

術離れを説明している.これを検証可能なモデルとして

構築したものが「文明社会の野蛮人」仮説である.仮説

は， 図 1 に示した科学技術の発展と科学技術離れのモデ

ルとして表すことができ，科学技術の発展にもかかわら

ず科学技術離れが発生する条件として定式化される . す

なわち ，

A 科学技術の成果に対する受容性

B: 科学技術活動に対する関心

+ 

E 科学技術

活動的水準

図 1 文明社会の野蛮人のシミュレーシヨン

+ 

(+ ， ーの記号は，変数聞の連関 (λ) の大きさと符号を示す)

C 科学技術活動に対する参入意欲

D: 科学技術の成果の水準

E: 科学技術活動の水準

λ: 連関の大きさ

とするとき，科学技術離れが発生する条件は，

条件 1 (科学技術に対する意識に関する条件)

λAB = O ， λBC> λAC>O 

条件 2 (科学技術と意識との相互関係に関する条件)

ﾅ.CE > 0 ， λED > O， λDA >0， λ凹 <0

である . ここで， A~E の各変数は高低 (または+とー)

の 2 値をとる確率変数である . また ， A は対数線形モデ

ルという統計分析手法における 2 変数聞の連関の大きさ

を示しており ， 0 は平均と同じ乙とを， つまり原因が結

果に対して影響を及ぼさないことを示している.λ が正

ならば原因が結果に対して正の効果を持つ(例えば， B:

科学技術活動に対する関心が高まれば {B (+ )} , C: 科

学技術活動に対する参入意欲が高まり (C (+)} ， B が低

下すれば { B (ー)} ， C が低下する { C (-)} ， という関

係がある)ととを， 負の場合には原因が結果に対して負

の効果を持つことを意味している .

モデルには二つのポイントがある.第一は， λAB=Ot

すなわち人々の「科学技術に対する態度」は単純でない

ととである . r科学技術に対する態度」 は，科学技術を受

容するか拒絶するか， といった一つの軸で考えることが

多いが， B : 科学技術活動に対する関心と A 科学技術

の成果に対する受容性を区別して考える必要があるとい

うことである . 両者を区別すれば，人々の科学技術に対

する態度には ， {A (+), B (+)} , {A (+) , B ( ー ) }, 

{A (ー) ， B (+)}, {A (ー )， B ( ー ) }の 4 タイプが存

在することになり ， その中のーっとして ， {A ( ート ) ， B 

(ー ) }すなわち ， A ・科学技術の成果に対する受容性は高
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いが， B : 科学技術活動には関心が低い，一見矛盾に満ち

たタイプが存在することになる.これが， í文明社会の野

蛮人J である .

第二は， λOA>O， λDB< 0，すなわち ， D 科学技術の成

果の水準が上昇すると ， A : 人々の科学技術の成果に対

する受容性は高まるが， B 科学技術活動に対する関心

は低くなるので，その結果「文明社会の野蛮人」が増加

する ， あるいは，人々の「文明社会の野蛮人」的傾向が

高まることである .

「文明社会の野蛮人」の増加は， 社会全体としての科学

技術活動に対する参入意欲を低下させることになる . こ

のことを簡単に説明する .

対数線形モデJレで連関の大きさを示すんc は ， A : 科

学技術の成果に対する受容性が+ (高い)の場合に ， C

科学技術活動に対する参入意欲を平均(参入意欲がプラ

スである平均的確率)より exp (λAC) 倍高める効果を持

つことを意味している.逆に ， A : 科学技術の成果に対す

る受容性がー(低い)の場合には ， C 科学技術活動に対

する参入意欲を平均より exp (ーんcl j.音に低める効果を

持つ.λ'C についても同様である .

「文明社会の野蛮人j の場合には ， A : 科学技術の成果

に対する受容性が+ (高い)であるという特性は ， C : 科

学技術活動に対する参入意欲に対しては， 平均を exp

(λAC)倍高め る効果がある . また ， B 科学技術活動に対

する関心が (低い)であるという特性は ， C: 科学技術

活動に対する参入意欲に対しては， 平均を exp ( ー λ'C )

倍に低める効果がある.

対数線形モデルでは， λAB=O，すなわち A， B がたが

いに独立の場合に は， C : 科学技術活動に対する参入意

欲が+である確率は， A, B それぞれの C に対する効果

の和で示せる . したがって， 文明社会の野蛮人という属

性の持つ C: 科学技術活動に対する参入意欲は， 確率を

P で示せば， P{C(+) I A (+) , B ( ー) } = μ {C(+)} . 

eXfl (んC- À，c) と な る . ここで， μ {C (+)}は ， 社会

全体の C : 科学技術活動に対する参入意欲が十である確

率， すなわち ， 科学技術活動へ参入する意欲がある者の

割合を示す.

条件 1 から ， λAC λ'C く O であるので， P {C (+) I 
A (+) ， B ( ー) }く μ {C (+)} ， すなわち，文明社会の

野蛮人の C : 科学技術活動に対する参入意欲は， 全体平

均を下回る . したがって ， 彼らの増加は社会全体の C : 科

学技術活動に対する参入意欲を低下させる効果を持つこ

とになる .

高校生の意識調査を用いて分析したところでは，

λAB = O ， λAc = 0 .13 ， λ，c = 0 . 50 の結果が得られ， 条件 l

は成立していることが検証されたへ条件 2 のうち，

λCE>O， λED>O， λ0.>0 は， 実証が困難であるが， 常識

の範囲と考えてよいだろう(この条件が成立しないとい

うことは， 科学技術者が増えると科学技術活動の水準は

低下し， 科学技術活動の水準の向上はかえってその成果

物の利便性を低下させる，ということを意味するにまた，

科学技術のもたらす成果物の利便性が近年上昇したとす

れば， 冒頭で述べたようにそうした中で若者の科学技術

活動に対する関心が低下した事態から ， λBC く O は成立し

ていると推測できる.したがって ， í文明社会の野蛮人」

仮説はおおむね成立していると考えてよいだろう .

なお， ここで注意しなければならないのは， í文明社会

の野蛮人」という属性の C : 科学技術活動への参入意欲

に対する効果は，んc ー λ8c = -0 . 37 であり 、 ー∞ではな

いことである . 一般的には、 μ { C (+)}> O であるかぎ

り ， í文明社会の野蛮人」で科学技術活動に対する参入意

欲がある者の確率， P {C(+) IA(+) , B (ー)} > 0 で

ある . したがって， í文明社会の野蛮人」であっても ， 科

学技術活動に対する参入意欲がある者が一定の割合でい

ることになる .

4. 若者の科学技術離れはどのよ うな問題か

若者の科学技術離れは，第一に， 科学技術分野を志向

する者が減る現象として理解される . しかし， í文明社会

の野蛮人j 仮説は， 若者の科学技術離れにはほかの側面

も含まれていることを示している .

第二の側面は， í文明社会の野蛮人Jの科学技術活動に

対する参入意欲は小さいが皆無ではないため，í文明社会

の野蛮人J が増加すると科学技術活動に従事する「文明

社会の野蛮人j もしだいに増加することである . 第三は，

科学技術活動に関心がある者でも ， すべてが科学技術分

野を志向するわ砂ではなし一部は科学技術分野以外に

進むので， 科学技術活動に対する関心の低下は，科学技

術活動に携わらない者(以下では市民とする)の中で科

学技術活動に関心のある者を減少させることである. 第

四は， 科学技術活動に関心のない市民が増加することで

ある .

こうした諸側面のどこに重点を置 くかで， 若者の科学

技術離れの問題の意味は異なってくるし， 対策も異なっ

てくる.この点を明確にしないと，若者の科学技術離れ

を巡る議論は混乱するので， 若者の科学技術離れとはど

のような性質の問題なのかを整理しておきたい.

(1) 科学技術後継者確保の問題 「文明社会の野

蛮人」 仮説は， 科学技術分野に進む人材の減少を示唆し

ている . したがって，若者の科学技術離れは， 科学技術

活動の後継者の確保が困難になることを意味する点で問

題である . この観点からは， 科学技術人材をいかに確保

するかが検討課題となる .

また ， 科学技術活動に従事する「文明社会の野蛮人j
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がしだいに増えることから，科学技術活動の中での f文

明社会の野蛮人jの取扱いが問題となる. r文明社会の野

蛮人jを科学技術者から排除するとか. r文明社会の野蛮

人」が科学技術者になることが望ましくないというので

はなく. r文明社会の野蛮人」の特長を見いだし， それを

研究開発にいかに活用するか， そのためにどのような処

遇をすべきかなどが課題となる .

(2 ) 公衆による科学技術の受容と理解の問題 科

学技術の社会的受容といわれる研究領域では， 科学技術

(例えば原発など)が社会に受容されるにはどのような条

件が必要かなどの議論が行われる.一般に，科学技術を

よく知る人ほど科学技術に対して受容的だとされる . そ

うだとすれば， 若者の科学技術離れのー側面である科学

技術に関心のある市民層の減少は， 将来的には科学技術

の社会的受容を困難にすると予想される.

市民側から見ると ， これは，科学技術に関する意思決

定への参加の問題である.このためには市民が十分な知

識を持つ(科学技術の公衆理解という)必要がある.ま

た ， 科学技術が発展した社会にお付る市民生活では， 直

面する問題解決のために， 市民が科学技術に関する十分

な知識， すなわち科学技術リテラシーを持つことが必要

になる.市民の科学技術活動に対する関心の低下は，科

学技術の公衆理解や科学技術リテラシーの低下をもたら

し，市民の意思決定への参加や，問題解決を妨げる.

これらの観点からは， 市民の科学技術リテラシーをい

かに高めるかが課題となる .

( 3 ) 科学技術活動に対する社会的支持の問題 前

項の考え方は， 特定の科学技術上の問題に対して市民が

判断するという考えに立脚している . しかし，政治的無

関心層や判断能力が十分に備わっていない子供たちに対

しては，そのような枠組みは必ずしも有効ではない.

「文明社会の野蛮人」仮説が示すのは，科学技術の成果

のもたらす利便性には関心があるが，科学技術活動には

無関心な人々の増加である . ここで問題になるのは，社

会の大多数を占める科学技術に無関係な人々(市民)が，

科学技術活動に対して支持または期待しなくなると，科

学技術活動の持続が困難になるこ とである.

こうした観点からは， 市民の科学技術活動に対する支

持や期待をいかに獲得するかが課題となる.

5. 原因はなにか

若者の科学技術離れに対する対策を考えるためには，

科学技術離れがなぜ発生するか. r文明社会の野蛮人J 仮

説の条件がなぜ成立するかを検討する必要がある .

「文明社会の野蛮人」仮説では，科学技術活動の進展や

科学技術活動がもたらすアメニティの向上にもかかわら

ず， 科学技術活動に対する関心が低下することが鍵とな

る.オ Jレテガの議論や若者の科学技術離れが発生した

1980 年代の科学技術の状況を踏まえると. (1)科学技術

活動の可視性の低下， いわゆる科学技術のプラックボッ

クス化. (2) 科学技術の日常化と使いやすさ. (3) 科学

技術活動の高度化・専門化. (4)科学技術活動の大組織

化 ・ 分業化. (5) 物質的豊かさに対する満足感と科学技

術に対する期待の低下等が原因として考えられるり.

1980 年代には， 多くの技術分野でマイクロ ・ エレクト

ロニクス化 (ME 化)が進んだ. それまで機械的に制御き

れていたものが論理的な制御に置き換えられた.例えば，

日常生活で使う家電製品の多くはタッチパネルで操作す

るようになった.こうした技術の向上が， 第一の原因，

プラックボックス化である . 昔なら，技術的改良が加わ

るたびに，科学技術活動の恩恵を自覚できたが， プラッ

クボックス化の結果， 技術の改善や向上は人々が自覚で

きないところで進んだ.人々は，技術の変化を意識する

契機も必要性もなくなったのである.

技術開発の目標の一つは， 使いやすい便利なものの開

発である.身の回りの技術が使いにくいときには， 人々

は技術の改善を自覚できる.ところが，利便性の追求を

目指す技術開発が成功し， そうした便利なものが日常生

活に普及すると，人々はかえって技術開発の努力を自覚

しにくくなる.このことが， 第二の原因である.

第三は， 科学技術活動自体が， 高度化 ・ 専門化したた

めに， 市民にわかりにくくなったことである.遺伝子操

作，高温超伝導，宇宙論プームなど，市民には夢物語や

擬似科学と区別しがたい科学技術上の現象や理論が伝え

られる . あ若 いは，科学技術活動があまり にも専門化し

てしまったために， マスコミ等を通じて市民に伝えられ

ることが少なくなった.

もっとも ， こうしたことは市民に限らない. 科学技術

者でも専門が異なれば知らないことは多い.これが第四

の原因， 科学技術の大組織化 ・ 分業化である . 科学技術

活動が組織化され， 分業化されたために， 市民にとって

はますます個々の科学技術活動の意味が理解しにくくな

っている . 第五点は，以上の帰結でもあるのだが，物質

的に豊かになった結果， 市民の科学技術に対する要求や

期待が小さくなったことである.

6. 対策の目指すべき方向

若者の科学技術離れに対する対策としては， 前述の 5

項目の原因に関して，改善が可能なものについて対策を

考えることが必要になる.

第一に，科学技術活動の可視性を高める上で最も効果

的な方策は，科学技術活動が子供たちにも認識できるく

らいダイナミックで魅力的な成果を上げることである.

1994 年夏の向井さんの宇宙実験や， シューメーカー ・ レ
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ピー第 9 琴星の木星衝突のようなニュースは，子供たち

の科学技術に対する親近性を増す効果があると思われ

る.しかし，全般的には子供たちをワクワクさせる発明

や発見が従来ほどにはない.では， どうしたらよいか.

子供たちにとって，プロスポーツ選手，笹察官， 電車の

運転手，医師といった職業は，イメージがわきやすい.

こうした職業の真の姿を理解できているかどうかではな

しわかった気になるということである.それに対し，

科学技術者はなにをする職業か， 社会の中でどのような

役割を担っているかはわかりにくい.科学技術者がどの

ような職業であるかを子供たちに知らせていく必要があ

る .

第二に，科学技術の日常化と使いやすさの追及の負の

効果を除去するためには，便利すぎる技術製品の見直し

が必要である . 単に不便なものに改悪することは，科学

技術の成果物に対する受容性まで低下させ，ひいては科

学技術志向を低下させるので逆効果である.ここでは別

の方法が検討されるべきである.例えば，故障したとき

に廃棄したり，まるごと修理に出すのではなし利用者

が修理に参加し，科学技術の存在を意識することが可能

な設計思想を導入する必要がある.

第三に，科学技術活動の高度化・専門化に関しては，

科学技術の内容を市民にわかりやすく解説するなどの努

力が必要である.第四の科学技術活動の大組織化・分業

化に関しても，市民への情報提供が必要である.また，

大組織化・分業化した科学技術活動の取組み方を再検討

する必要もある.第五に，物質的豊かさに対する満足感

と科学技術に対する期待の低下に対しては，市民に科学

技術への期待を抱いてもらう努力が必要になる.

以上のように，大部分の対策は，科学技術活動や科学

技術の成果をいかに市民や子供たちに理解してもらうか

にかかわってくる . そこで，筆者らは「社会に対する科

学技術情報の発信」を中心に据えた対策を提案した2) 科

学技術白書，科学技術会議答申等でもその考え方は継承

され， (1 )科学技術活動や科学技術者自身を子供たちゃ

市民に見せること， (2) 教育の改善， (3) 博物館， マ

スコミ等の各種メディアを通じた科学技術活動に関する

情報の発信等が指摘されている .

これらの対策は，科学技術人材の確保の観点からは焦

点を外した対策のように感じられる.確かに，科学技術

人材の確保という観点だ砂であれば，若者の科学技術離

れの有無にはかかわらず，科学技術者養成の改善，研究

者や技術者の給与水準の改善，研究環境の整備といった

直接的な対策を考えればよい. こうした対策も必要だが，

これらだけでは， 公衆による科学技術の受容と理解， 科

学技術活動に対する社会的支持といった若者の科学技術

離れの別の側面の問題解決にはつながらない.一方，科

学技術活動に対する社会的支持を高めることや市民や子

供たちの科学技術に対する理解を高めることは，科学技

術人材の裾野を鉱大するという点で，人材確保にも寄与

しうるのである.だからこそ，科学技術に関する情報発

信が強調される必要がある.

7. 初中等教育における対策の吟味

以下では，特に初中等教育における対策を検討したい

工学や技術に対する関心を呼び戻すためには， 子供の時

代からの対策が必要であることはいうまでもない.しか

し，小中学校や高校の教育現場における対策に関する議

論は非常に混乱している.自然に触れる機会の確保， 実

験や体験の重視，理数科の授業時間の確保などが対策と

してしばしば指摘されている.これらは，科学技術活動

と関連が深いために対策としてあげられるが，必ずしも

若者の科学技術離れの対策として， また工学や技術に対

する関心を呼び戻すための対策として適当ではない.む

しろ，これらの方策との関連でしばしば非難される生活

科や理数科以外での取組みが重要であることを主張した

い. まず，頻繁に指摘される 3 方策について検討する.

(1) 自然に触れる機会の確保 一部で，自然に触

れる機会が少なくなったこともプラックボックス化のー

側面と誤解されている.しかし，もともと「ブラックボ

ックス化」 をそのような意味で用いているわけではなく

混乱が見られる.筆者の分析によると，自然に触れると

と自体が科学技術活動に対する関心を大きく左右すると

はいえない6) 自然に触れること自体は推奨されていい

が，自然愛好的傾向よりは，自然認識と科学技術や社会

との相互関係について正しく理解することを重視すべき

である.

( 2 ) 実験や体験の重視 実験や観察が軽視されて

いるととは， 特に科学技術者の養成においては，おおい

に問題である . しかし， 実験や観察を科学技術離れ一般

の対策とするためには， 注意が必要である.科学技術活

動に対する関心の低下は，科学技術が「見えなくなったj

乙 とが原因であり， r見える jようにするためには，必ず

しも体験が最良の方法とは限らないからである . 科学技

術の可視性の低下は， 科学技術そのものがわかりにくく

なっていることに原因がある.科学技術を理解するため

には，理論的な理解のほうが効果的な可能性もある.特

に，小さな子供たちに対しては， 科学技術に関連した体

験とほかの体験(手品，ゲーム， 占いなど) の本質的な

違いを体験だけで認識させることは困難で，科学技術の

社会的，歴史的文脈の中で実験の意味を教育することが

伴わなければ意味がない.したがって ， 笑験や体験を重

視するにしても，科学技術活動との関連を十分に理解さ

せるだ貯の時間，教師の指導力などが必要である.
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( 3 ) 理数科の時間数の減少 理数科の授業時間数 的な条件である.生活科というと自然との触合いや体験

が減少したことが問題視されることも多い.現実には，

小学校低学年で生活科が導入されたのに伴い理科が廃止

されたことを除けば，特に理数科だけで授業時聞が減少

しているわけではないが，理数科の時間の減少により子

供たちの知識水準が低下することを危慎する者もいる.

ー方で，子供たちは学年を上がるに従って理数科を嫌

いになる傾向があるといわれている.したがって，理数

科の時間数の増加は，科学技術人材の確保の観点で意味

があっても，かえって理数科嫌いを増やし，ひいては公

衆の科学技術理解や科学技術に対する社会的支持や期待

を増大させる上で逆効果になる可能性もある.

本来ならば，理科系志望の者のためには十分に時間を

かけて実験を含めた教育をし，そうでない者のためには

科学技術の公衆理解や科学技術に対する期待を増進する

ための教育をするべきである.しかし，現状の受験体制~，

学歴社会を前提と昔ると，こうした複線的教育の導入は

困難である.現段階では，限られた時間の中で理数科の

み時間数を増やし，安易に理数科の教育内容を増やす方

向に転じることには慎重であるべきだろう.

以上のように，実験や体験の重視，理数科の授業時間

の確保等の対策は科学技術者の確保の観点では有効であ

るとしても，現状の教育環境の中では，市民の科学技術

理解，科学技術活動の支持を増進する点で必ずしも有効

でない.科学技術者の確保の観点からのみ初中等教育を

律することは適当でないし，市民の科学技術に対する関

心の低下は，科学技術人材養成の裾野を縮小させるので，

これらの対策には注意深く取り組む必要がある.

8. ~里数料以外の教育の重要性

8' 1 生活科の意味

生活科については，理科の授業時間を削減する原因と

なり，若者の科学技術離れを加速するとの批判がある.

生活科は小学校 1 ， 2 年生向けの科目として，平成 4

年から，従来の社会科，理科に代えて導入された.生活

科は，観察やものづくりの工夫の体験を通じて，自律性

の育成を図っている.生活科では，教師は教えるのでは

なく，教師は「待ち J に徹し，児童の活動を援助する.

そうした取組みを通じて，児童は自律的に学ぶこと，自

ら探求することを身に付けていし児童の自主的な学習

態度の育成は，一教科，あるいは低学年に限定して実施

することは不可能であるので，生活科の導入は，全教科，

全学年の学習に革新をもたらす.新課程ではプレゼンテ

ーションやディベートも導入されている.

自律的で探求心に富む学習態度や表現力は，将来科学

技術にかかわる者にとって，さらには公衆として科学技

術を含む多様な社会的意思決定へ参加する上でも，基盤

主義的側面が強調されるが，むしろ，こうした特徴にお

いて評価されるべきである.課題は，生活科で身に付り

た学習態度を潰さない環境作りと，そうした学習態度を

科学技術教育で開花させる工夫である.

8 ・ 2 社会科の重要性

科学技術活動に対する関心を高めるためには，科学技

術の社会的，歴史的文脈の理解が前提となる.教育の場

面では，むやみに体験や実験を強調するよりは，科学技

術がわれわれの生活をいかに変えてきたか，いかに恩恵

を被っているか，さらには，今後どのような期待が掛け

られているのかを理解することが，科学技術活動に対す

る関心を高める上で必要である.

こうしたことを学ぶのは，現在の教育課程では社会科

である(戦後には，こうした事項を理科で扱っていたこ

ともある句.また，平成 6 年から実施された高校の教育課

程では，理科でこの種の話題を扱うようになった).科学

技術離れの対策というと，理数科に注目が集まりがちで

あるが，むしろ社会科のほうが影響が大きい.また，国

語で理科的内容を扱ったり，図画工作で自然観察を伴う

授業をするので，それらも軽視できない.

例えば，小学校 5 年生の社会科で産業を扱う.旧課程

の教科書では，製鉄所や石油化学コンピナートが扱われ

ていた.それと同じくらいか，それ以上の分量で，伝統

工芸や公害問題が扱われていた.一体，いつの時代の話

だろうと首をかしげたくなる扱い方である.もっとも，

新課程では先端的な産業も扱われている.純粋な理学は

別としてい工学や技術への関心を喚起する上で，産業

活動に科学技術がいかに役立っているかを考えることは

非常に大切であり，工学関係者もこうした問題に関心を

向ける必要がある.理数科の時間数の減少を嘆くよりは，

理数科以外の教科の活用を考えるべきである.

8 ・ 3 STS 教育と工学教養教育

最近， STS (Science, Technology and Society) 教育

が提唱されている川.科学技術の社会における役割を認

識し，自分で問題を判断できるようにすることが狙いで

ある.現在のところ，高校などで理科教育の一環として

取り組まれることが多い.STS 教育は，小学校から大学，

さらには社会教育のあらゆる段階で適用されるべきであ

る.また，理科教育に限定して実施する必要はない. 今

後，こうした取組みを一層拡大する必要がある.

工学，技術の観点からは，工学教養教育の問題を検討

すべきである.工学は大学の工学部に進学しない限り，

大多数の市民にとって接することのない学問となってい

る.また，高校の工業科の教師を除ザば，工学部出身の

初中等教育の教師はほとんどいなし，.大多数の人々は工

学的知識をまったく知らないまま成人していく. f20 世
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紀の科学技術や自然観が，なによりもまず，工学を媒介

として展開してきた」川という指摘があるほど，今日の

科学技術や工学は重要である.それにもかかわらず，学

校教育では工学が無視されている.工学そのものは初中

等教育に取り込めないとしても，工学教養教育を，理科，

社会科， STS 教育の一環として取り込むべきである.

9. おわ り に

若者の科学技術灘れを防ぎ，工学，技術への関心を呼

び戻すために，理数科教育の拡大や実験，体験の重視と

いった直接的な対策に短絡することは，必ずしもよい結

果をもたらすとはいえない.若者の科学技術離れは，単

に科学技術人材の確保の問題というだりではなく，市民

の科学技術理解や科学技術活動に対する社会的支持の問

題とも関連する.こうした問題への配慮を欠けば，その

影響はいずれ科学技術活動にも跳ね返ってくる .

われわれが工学， 技術への関心を呼び戻すためになす

べきことは，工学，技術の存在理由を市民に訴え， その

活動内容を社会に知らせていくことである.そのために，

さまざまな教育の場面，あるいは教育以外の場面を活用

していくことである . そうした当たり前ではあるが，本

質的なことに取り組むことが最も重要である.

なお，各種の提言において，大学教員や産業界の人々

が学校教育や社会教育の現場に積極的に乗り出し，生の

声で科学技術の面白さを語るべきだと指摘されている .

職場ぐるみで組織的に協力するのもよい.個人的にボラ

ンティアで協力するのもよい.科学技術者とはどんな人

聞なのかがわかることが重要である.科学技術関係者の

教育現場への参加をおおいに望みたい.
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